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２０１４年３月３日、従来の香港会社条例に代わる新会社条例が施行されました。 

新会社条例では、旧条例の内容改正や構成を変更し、難解な表現を判りやすく修正しています。 

以下、香港でビジネスをされるお客様に比較的関連性のある改正内容を抜粋してご紹介致します。 

項目 旧条例 新条例 

① 中小企業におけ
る財務報告書な
どの簡略化 
第３５９～ 
３６０条・ 
別表３ 

下記の条件を満たす非公開企業(Private company) 
は簡易財務報告が使用可能： 
 
・子会社を持たない 
・他の会社の子会社ではない 
・１００％の株主が簡易財務報告作成の 

決議案に同意 

旧条例の条件に以下の条件を追加： 
 
小企業向け： 
・以下の条件を２つ満たす場合 
１）総所得が１億香港ドル以下 
２）総資産額が１億香港ドル以下 
３）平均総従業員数が１００名以下 

中企業向け： 
・以下の条件を２つ満たし、簡略化の議案に７５％の株
主が同意並びに異議なく可決した場合 
１）総所得が２億香港ドル以下 
２）総資産額が２億香港ドル以下 
３）平均総従業員数が１００名以下 

② 年次株主総会 
開催の柔軟化 
第５８４条・ 
第６１０～ 
６１３条 
 

 

暦年での株主総会の開催が必要 
 
 

１） 株主総会は会計年度終了後９か月以内に開催（非公
開会社の場合） 
ただし、以下の場合、開催を省略することが可： 

・書面決議を行った場合 
※書面決議にあたり、事前にすべての参加者に関係資
料を提供することが必要 

・一人会社の場合（例: 株主、役員、従業員が同一人物 
かつ一人のみの場合） 

２） 通信技術の活用： 
総会の参加者が同時に通信・投票できる環境であれば、
複数の場所で同時開催することも可能 

③ 取締役関連 
第４５７条・ 
別表１１ 

非公開企業において、会社の取締役は個人・法人 
どちらでも就任可能 

非公開企業の取締役は、少なくとも１名は個人（自然人） 
であることが必須 
※既存会社は６ヶ月間の猶予期間あり 

④ 定款の統一 
第８１～８５・
９８条 

２種類の定款が必要 
１） 会社定款（Articles of Association）：株主

総会などの運用規則などを記載 
２） 基本定款(Memorandum of Association)：社名、

事業目的、株主の有限責任範囲などを記載 

会社定款は１種類のみ 
基本定款内の情報は一部を除き会社定款に織込み済 
既存の法人の場合、基本定款は会社定款の一部と 
して扱われる 

⑤ 額面価値制度の
廃止 
第１３５条 

すべての株式において額面が必要。 
この額面以下の価値での株式発行を禁止。 

廃止 

 


